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長掛栄一税理士事務所

【不定期発行】

★相続不動産の評価に関する評価通達６項の適用事案（その２）
令和４年４月１９日、不動産の相続税評価を巡り、節税目的で取得したと認められる不動産の価額は

財産評価基本通達に基づく評価額ではなく鑑定評価額によるべきとの最高裁判決が下されました。
今回はこの裁判に関して地裁、高裁、最高裁がそれぞれどのように評価通達６項の適用を判断したか

についてまとめました。なお、事案の概要については本通信第１１９号を参照ください。（長掛栄一）

個人資産税のホットな情報をお届けします

各裁判所において「実質的な租税負担の公平に反する」か否かが評価通達６項の適用基準

としているものの、地裁、高裁では「通達評価額と鑑定評価額の乖離」「本件購入・借入れのような行
為をしなかった他の納税者との租税負担の実質的な公平性」の２点から評価通達６項適用と判断してい
ます。一方、最高裁は、本件の様な評価額のかい離があった場合に「実質的な租税負担の公平に反す
る」か否かいう観点で評価通達６項適用を判断している点が大きく異なります。
不動産の評価差額に過度に着目した相続税対策は、引き続き慎重な対応が必要です。

◎まとめ

◎論点と各裁判所の判断

東京地裁 東京高裁 最高裁

評価

通達
６項
適用

評価通達の定める評価方法

を形式的に全ての納税者に
係る全ての財産の価額の評
価において用いるという形
式的な平等を貫くことに
よって、かえって租税負担

の実質的な公平を著しく害
することが明らかである特
別の事情（評価通達６参
照）がある場合には、他の
合理的な方法によって評価

することが許されるものと
解すべきである。

評価通達の定める評価方法を形

式的に全ての納税者に係る全て
の財産の価額の評価において用
いるという形式的な平等を貫く
ことによって、かえって実質的
な租税負担の公平を著しく害し、

法の趣旨及び評価通達の趣旨に
反することになるなど、評価通
達に定められた方法によること
が不当な結果を招来すると認め
られるような特別の事情がある

場合には、他の合理的な方法に
よって評価することが許される
ものと解すべきである。

相続税の課税価格に算入され

る財産の価額について、評価
通達の定める方法による画一
的な評価を行うことが実質的
な租税負担の公平に反すると
いうべき事情がある場合には、

合理的な理由があると認めら
れるから、当該財産の価額を
評価通達の定める方法により
評価した価額を上回る価額に
よるものとすることが上記の

平等原則に違反するものでは
ないと解するのが相当である。

当て

はめ

• 本件各通達評価額が本
件相続開始時における
本件各不動産の客観的
な交換価値を示してい
ること（本件相続開始
時における本件各不動

産の客観的な交換価値
を算定するにつき、評
価通達の定める評価方
法が合理性を有するこ
と）については、相応

の疑義があるといわざ
るを得ない。

• 本件各不動産の購入及
び本件各借入れに相当
する行為を行わなかっ

た他の納税者との間で、
かえって租税負担の実
質的な公平を著しく害
することが明らか。

• 本件各通達評価額が、本件
各鑑定評価額、本件各取引
額及び本件乙不動産売却額
と相当程度かい離している
ことに加え、相続税額にも
相当額の差を生じており、

本件被相続人及び控訴人ら
が意図してあえて実行した
ものと認められることから
すると、本件各不動産につ
いては、評価通達の定めに

よって適正な時価を適切に
算定することが困難である
と認めるのが相当である。

• 本件各不動産の購入及び本
件各借入れに相当する行為

を行わなかった他の納税者
との間で、かえって租税負
担の実質的な公平を著しく
害することが明らか。

• 本件各通達評価額と本件各
鑑定評価額との間には大き
なかい離があるということ
ができるものの、このこと
をもって上記事情があると
いうことはできない。

• 本件各不動産の価額につい
て評価通達の定める方法に
よる画一的な評価を行うこ
とは、本件購入・借入れの
ような行為をせず、又はす

ることのできない他の納税
者と上告人らとの間に看過
し難い不均衡を生じさせ、
実質的な租税負担の公平に
反するというべきであるか

ら、上記事情があるものと
いうことができる。
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